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３ 財政状況 

 

（１）歳入・歳出決算の推移（平成16年度～平成26年度） 

 歳入決算については、合併以降、平成20年度までは、国の三位一体改革による地方交付税の大幅な減

額などから減少傾向となり、合併時（平成16年度）の489億円が平成20年度には439億円まで減少し

ました。 

 その後、平成21年度以降は国の経済対策関係の各種交付金などから増額に転じ、平成24年度までは

概ね460億円規模となっていましたが、平成25年度においては土地開発公社清算に伴い発行した第三セ

クター等改革推進債 113億 5千万円などから 625億円と過去最大の規模となりました。また、平成 26

年度は小中学校耐震化事業の実施に伴う国庫支出金及び市債発行やがん陽子線治療センター整備に伴う

地域総合整備事業債の発行等により、歳入決算額は533億円となっています。 

 歳入の主な動向として、本市の主要な自主財源である市税については、平成16年度以降平成20年度

までは国の税制改正による税源移譲などから増加傾向にあり、平成16年度の123億円が平成19年度に

は140億円となりました。その後、平成21年度以降は全国的な経済不況、景気低迷の中で減少し、平成

23年度からは約130億円となっています。企業誘致等による増収に努めておりますが、現状では今後に

おいても大幅な増額は見込めない状況です。 

 また、地方交付税については、合併特例期間終了後の平成27年度以降、合併算定替による上乗せ額が

段階的に縮減され、最終的には全額が減額となる見込みです。 

  

歳入決算の推移（普通会計ベース） 
（百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   

（百万円） 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
市税 12,714 13,020 14,001 13,928 13,213 13,267 13,065 12,908 12,993 13,049

地方交付税 12,631 11,181 11,005 11,377 12,098 13,205 12,934 12,633 12,847 12,717
利子割交付金 77 52 65 60 52 46 44 35 31 29
地方消費税交付金 1,043 1,070 1,044 970 1,038 1,037 1,015 1,004 995 1,202
地方譲与税 1,051 1,413 645 628 588 571 558 524 499 474
国庫支出金 5,529 4,184 4,057 4,333 7,996 5,996 6,248 5,862 7,297 7,725
県支出金 3,035 2,967 3,211 2,972 2,988 3,340 3,482 3,253 3,416 3,433
市債 5,091 5,804 5,804 5,392 4,339 4,248 4,204 5,298 19,735 9,159
その他 7,140 5,290 5,407 4,275 4,021 3,503 4,671 5,134 4,705 5,523
合計 48,310 44,980 45,239 43,935 46,333 45,213 46,221 46,650 62,518 53,311
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歳出決算については、合併以降、地方交付税等の歳入が減少する中、行財政改革の取組強化により人

件費や投資的経費の抑制を図ったことなどから、決算額は合併直後（平成 17年度）の 471億円が平成

20年度には430億円まで減少しました。 

 その後、平成21年度以降は国の経済対策の活用による投資的経費の増加や社会保障関係経費（扶助費

等）の伸びなどから増額となり、平成24年度までは概ね450億円規模となっていましたが、平成25年

度においては、土地開発公社借入金の代位弁済113億5千万円などから607億円と過去最大の規模とな

っています。平成26年度は、臨時福祉・子育て世帯臨時特例給付金や小中学校耐震化事業の実施などに

より、歳出決算額は518億円となっています。 

 歳出の主な動向として、人件費については職員定数の削減などから減少傾向にありますが、扶助費に

ついては高齢化の進展に伴う社会保障関係費の増加などから今後も増加が続くものと見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）投資的経費（普通建設事業費）の推移 

 投資的経費については、合併直後（平成 17年度）は約 90億円でしたが、平成 18年度以降は、第 4

次総合計画に基づいた計画的な事業執行に努め、平成 18年度から平成 23年度までは概ね 50億円から

60億円程度となっています。 

 その後、平成24年度から平成26年度においては国の経済対策に対応して、小中学校施設の耐震化等

の学校教育施設整備事業や津山駅周辺整備事業等の中心市街地活性化対策事業などに積極的に取組んだ

ことから大幅な増額傾向となっています。 

  

歳出決算の推移（普通会計ベース） 
 

（百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                           （百万円） 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
人件費 8,492 8,500 8,139 8,349 7,994 7,482 7,650 7,327 7,364 7,168
扶助費 6,817 6,872 7,000 7,289 7,526 8,915 9,335 9,414 9,589 9,996
公債費 6,563 6,408 6,446 6,196 6,146 5,964 5,939 5,772 5,843 5,888

投資的経費 8,995 5,902 6,462 4,667 6,057 4,443 5,298 7,102 9,486 10,797
物件費 4,907 4,574 4,443 4,507 4,801 4,689 5,148 4,713 4,659 5,181

維持補修費 536 545 562 567 556 550 401 307 332 286
補助費等 4,394 4,235 4,544 4,416 6,296 4,496 4,528 4,047 15,509 4,427
その他 6,371 6,677 6,803 6,999 5,743 7,090 6,152 6,330 7,932 8,043
合　計 47,075 43,713 44,399 42,990 45,119 43,629 44,451 45,012 60,714 51,786



- 3 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 投資的経費には公共施設に係る投資的経費だけではなく、道路・橋りょうに係る投資的経費や、用地

取得費が含まれています。現在津山市が公共施設の建設、改修のために支出している投資的経費に注目

すれば、平成26年度は前年度に引き続き小中学校施設の耐震化等の公共工事を積極的に実施したことか

ら、過去10年で最高額となった平成25年度を上回る68億9千万円を支出しており、過去5年間の平均

額は39億9千万円となっています。 

 

  

投資的経費（普通建設事業費）の推移 
（百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            （百万円） 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
普通建設 8,500 5,659 6,074 4,578 5,966 4,291 5,155 6,787 9,378 10,726
災害復旧 495 243 388 89 91 152 143 315 108 71
合　計 8,995 5,902 6,462 4,667 6,057 4,443 5,298 7,102 9,486 10,797

投資的経費（普通建設事業費）の内訳 
（百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                              （百万円） 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
投資的経費　(合計） 8,995 5,901 6,462 4,667 6,057 4,443 5,298 7,102 9,486 10,797
　　公共施設に係る投資的経費 4,898 1,721 2,402 1,723 2,876 1,709 3,060 2,273 6,020 6,890
　　道路及び橋りょうに係る投資的経費 777 766 1,081 924 921 662 490 467 584 644
　　公共施設、道路及び橋りょうに係る用地取得費 612 702 836 297 202 318 274 947 336 303
　　その他 2,708 2,712 2,142 1,724 2,058 1,754 1,474 3,415 2,546 2,960
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今後の歳入見通し【一般財源ベース】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（百万円） 

（３）今後の財政見通し【津山市財政計画（長期財政見通し）より】 

 一般財源歳入については、市税や地方交付税の減額などから減少傾向が続くものと推計され、平成26

年度の322億円が、平成30年度には296億円、平成40年度には291億円、平成55年度には265億円に

なるものと見込まれます。 

 一方歳出については、高齢化の進展により社会保障関係経費が今後も増加の一途をたどることが予測

されるため、歳入に見合った行政運営を行うためには、今後、さらに一層の行財政改革の推進による歳

出全体の抑制を図らざるを得ない状況となっています。 

 

  

今後の歳出見通し【一般財源ベース】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（百万円） 

H26 H30 H35 H40 H45 H50 H55
市 税 13,049 12,450 12,437 12,220 12,016 12,024 11,845
地 方 交 付 税 12,717 12,490 12,762 12,197 11,216 10,353 10,102
そ の 他 6,511 4,710 4,752 4,753 4,606 4,606 4,607

合　計 32,277 29,650 29,951 29,170 27,838 26,983 26,554

H26 H30 H35 H40 H45 H50 H55
義 務 的 経 費 15,248 16,181 16,786 16,128 15,183 14,059 13,756
消 費 的 経 費 7,639 7,918 7,620 7,498 6,962 6,936 6,910
投 資 的 経 費 1,555 940 1,160 1,050 1,050 1,160 1,160
そ の 他 6,317 5,183 4,817 4,582 4,146 4,010 4,162

合　計 30,759 30,222 30,383 29,258 27,341 26,165 25,988
実質公債費比率 13.2 15.3 13.2 10.8 7.4 6.3 5.6


